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2023年マテリアリティKPI・実績
新・中期経営計画「RISE TO GROWTH 2026」の策定に合わせ、マテリアリティの位置づけを3か年の中期経営計画より先を見据えるものとして明確化しました。これにあわせ、2024年からは従来設定し
ていた「マテリアリティKPI」を整理し、マテリアリティの進捗は中期経営計画の進捗と同一としています。 ※詳細はP.9～10をご覧ください。
このような背景をふまえ、以下では2023年度まで定めていたマテリアリティKPIと実績をご報告いたします。

社会と人々を幸せにする
重点テーマ 2023年目標 2023年実績 2022年実績

魅力的なワークスタイル・
ワークプレイスを創造する

① 誰もが心身ともに健康的に働くことのできる場づくり
② Work From Anywhereの実現

① Well-beingにつながるオフィスの提案 180件
② スマートオフィスの構築に資する製品・ソリューションのローンチ 7件

① Well-beingにつながるオフィスの提案 160件
②  スマートオフィスの構築に資する製品・ソリューションのローンチ 7件

テクノロジー×空間で、
イノベーションを生み出す

①  積極的な協業推進による社会課題解決に貢献する技術の創出

② DX人財の育成

① 新しい働き方を創造するための新規研究企画 5件（共同研究）
新技術パートナーとの共同企画 12件（技術）

②  DX推進本部、人事本部連携による社員向けのDX教材の企画・配信基盤の開設、
運用

①  新しい働き方を創造するための新規研究企画 5件（共同研究）
新技術パートナーとの共同企画 7件（技術）

② DX推進本部組織編成
人事本部とDX推進本部によるDX（IT）人財育成PT（プロジェクトチーム）で
企画推進

カーボンニュートラルな
社会に貢献する

① CO2排出量2013年比 12％削減（Scope1～3）
② 脱炭素に貢献する事業の開始

③ 製品ライフサイクルを通じた脱炭素への貢献

① CO2排出量2013年比 8.5%削減（Scope1～3）
② 脱炭素社会の実現へ繋がる打ち手の抽出を実施
次年度以降も継続検討

③ 製品CO2排出量の算定システム構築

① CO2排出量2013年比 1.7%増加（Scope1～3）※
② ロードマップ検証、必要施策の抽出完了

③ 製品CO2排出量の算定対象製品拡大

自然環境を守り、
資源循環を促進する

① 廃棄物排出量 前年比 1％削減（原単位）
② 水使用量 前年比 1％削減（原単位）
③ 環境配慮型製品の販売促進

① 廃棄物排出量 前年比 6.8%増加（原単位）
② 水使用量 前年比 25.6%削減（原単位）
③ 環境配慮型新商品の開発 1件
環境配慮型製品の定義と基準の再設定 １件 

① 廃棄物排出量 前年比 7％削減（原単位）※
② 水使用量 前年比 12.2％削減（原単位）※
③ 環境配慮型新商品の開発 2件
製品の木質化を進めるプロジェクトの実施

人権や自然環境の観点で
責任ある調達を行う • サステナブル調達の対応状況把握率 85%以上（調達額比） • サステナブル調達の対応状況把握率 80.3%（調達額比） • サステナブル調達の対応状況把握率 63.3％（調達額比）

会社と社員が幸せになる
重点テーマ 2023年目標 2023年実績 2022年実績

社員のココロと
カラダの健康を守る

① エンゲージメント調査の特定指標肯定回答 70%以上
② 有給休暇取得率 60%以上
③ 休業災害/不休業災害 ゼロ
④ 定期健康診断受診率 100%/二次健診受診率 90%

① エンゲージメント調査の特定指標肯定回答 74.7%（前年比11.1pt向上）
② 有給休暇取得率 63.1%
③ 休業災害/不休業災害 0件/2件
④ 定期健康診断受診率 100%/二次健診受診率 85.3% 

①  エンゲージメント調査の特定指標肯定回答 63.6%（前年比7.4pt向上）
② 有給休暇取得率 59%
③ 休業災害/不休業災害 2件/6件
④ 定期健康診断受診率 100%/二次健診受診率 83%

社員の成長を支援する

① 時間を生産的に活用できる働き方を実践
② キャリアデザイン研修の対象世代の拡大
③ ボランティア休暇取得者数増加
④ 社内ファシリティへの投資

① フレックス勤務制度の導入（2024/1）
② 30歳前後・30代・40代を対象としたキャリアデザイン研修を各1回実施
③ ボランティア休暇取得者数3人増（前年比） 計15人
④ 東京本社をはじめとするオフィス計7拠点の改修・移転を実施

① マイプレイス制度※の導入
② キャリアデザイン研修1回実施
③ ボランティア休暇取得者数12人増（前年比）
④  東京本社をはじめとするオフィス計15拠点の改修・移転を実施

多様な人財が
働きやすいオフィスを創る

① 女性管理職 12%以上
② 障がい者雇用率 法定雇用率以上
③ 男性育休取得率 40%以上
④ 介護離職ゼロの継続

① 女性管理職 10.3%
② 障がい者雇用率 2.46%
③ 男性育休取得率 70%
④ 介護離職 0名

① 女性管理職 10.7%
② 障がい者雇用率 2.59%
③ 男性育休取得率 45.7%
④ 介護離職 2名

透明性と信頼の
経営を確立する

① 人権デュー・ディリジェンス プロセス構築
② 情報セキュリティ重大インシデントの発生ゼロ
③ 被災影響の大きい部門の事業継続体制構築完了
④ 全社を対象としたコンプライアンスの浸透

① イトーキ単体の人権デュー・ディリジェンス プロセス構築完了
② 情報セキュリティ重大インシデントの発生 1件
③ 情報セキュリティ事故を踏まえ、IT-BCPの見直しを図り、体制強化を実施
④ 全役職員を対象としたe-learning実施
階層別研修の実施

①  人権ワークショップを開催し、組織ごと リスクの洗い出し完了
② 情報セキュリティ重大インシデントの発生 0件
③ レジリエンス認証取得完了
④ 研修計画完遂

※重点テーマ「持続的に収益を向上する」は財務目標の達成をKPIとしています。

データ集

※ 従来の在宅勤務に加えて、従業員が準備・選択した場所「マイプレイス」でのテレワーク
勤務を可能とする制度。

※CO2排出量、廃棄物排出量および水使用量は、集計方法を精緻化のため見直し、2019年～2022年のデータの一部を昨年公表値より修正しています。


